想定問答集２

Q１　今回の条例はどういったものか。なぜ市町村で制定する必要があるのか？ 

１．今回の条例の主な内容は、市町村において行う窓口事務等の内容、普通徴収の納期被扶養者であった方の普通徴収の納期、延滞金や罰則等となっております。

２．保険料の徴収事務は高齢者の医療の確保に関する法律において、市町村事務とされており、同法第109条等に基づいて、市町村で条例を制定する必要があります。

※市町村条例への委任
第109条（普通徴収に係る保険料の納期）、

第115条第2項（保険料の額の通知その他保険料の徴収に関する事項、特別徴収に関して必要な事項）、
第171条第4項（正当な理由なく物件等に提出に従わなかった場合の過料）及び第6項（偽りその他不正の行為により徴収を免れた者への過料）
Q２　４月からの制度の実施を中止すべきではないか。
１．いろいろなご意見があるのは承知しているが、我々としては、この新しい医療制度は、少子高齢化が進む中で将来にわたって医療保険を守っていくために必要であると考えている。
２．また、国の法律に基づいて、広域連合、市町村には住民のために新しい医療制度に基づいて医療を提供する責務があり、住民の皆様の十分なご理解を得ながら、平成２０年４月から制度を円滑に実施していきたいと考えている。
Q３　新しい医療制度は、診療報酬での包括化がなされ、お年寄りの診療差別につながるのではないか。
１．後期高齢者医療制度の診療報酬については、現在、国で議論が進められているところであるが、新しい医療制度においても、当然、７４歳までの方と変わらず、必要な医療を受けることができるものと理解している。
（２．特に、お年寄りの方は、複数の病気にかかったり、治療が長期にわたる傾向があることから、後期高齢者の診療報酬はこうした特性も踏まえて、在宅医療の充実や介護との連携強化などに力点をおいた改定をする方向であると聞いている。　）
（３．なお、現在、年齢を問わず、入院医療も外来医療も様々な形で診療報酬点数の包括化がなされているが、これによりお年寄りの診療差別が生じているとは考えていない。　）
Q３－２　後期高齢者診療科の内容如何。定額払い制度が導入されたので、手抜き診療を招きかねないのではないか。　※資料①参照
　
１　診療報酬の内容については、現在、国において検討が続けられている段階と理解している。
２　この中で、後期高齢者の患者が複数の病気にかかっていることが多いことなどから、主治医が定期的に治療計画を作成し、必要な指導や診療を実施する場合に「後期高齢者診療科」の算定を認め、この場合、医学管理、検査、画像診断、処置が包括化する方向と聞いている。
３　「後期高齢者診察料」は、①　患者の同意が必要であること、②　医療機関にも算定するかしないかの自由があること、③　急性増悪の場合には別途算定ができることなどから、「手抜き診療」とのご懸念は当たらないと考えている。
（４　なお、現在でも、後期高齢者の方も含め、糖尿病等の生活習慣病の患者に対して、医学管理、検査、投薬、注射等が包括化された「生活習慣病管理指導料」等の算定が認められているところであるが、「手抜き診療」が大きな問題になっているとは理解していない。）
Q４　普通徴収の方は年金が１８万円以下であり、人道的観点から、滞納者に対する資格証の発行はすべできないと考えるがどうか。
１．滞納者に対する資格証は広域連合が発行するものであるが、広域連合としては、特別の事情があるか否かについて、市町村の窓口でよく相談を行うこととし、機械的に資格証の発行は行わないようにする方針であると聞いている。

２．我々としても、あくまで保険料をおさめていただくことが目的であると理解しており、十分な納付相談を実施していきたい。

（３．ただし、正当な事由なく滞納を続ける被保険者に対しては、資格証を発行することとされており、十分な資力があるにもかかわらず滞納を続ける被保険者に対しては資格証が発行される場合もあると認識している。）
Q５　仮に、保険料の徴収率が予定を下回った場合には、どうなるのか。市町村が一般財源で繰り入れたり、国保と同様のペナルティーがあるのではないか。　
１．市町村は、徴収した保険料を広域連合に収めれば足り、仮に、徴収率が予定を下回った場合でも一般財源で繰り入れる必要はなく、現段階では、国においても調整交付金の算定にあたってのペナルティーは予定していないと承知しています。
２．なお、保険料が見込みに達しなかった場合や医療給付が予想以上に伸びた場合には、広域連合が県に設けられる財政安定化基金からの貸付、交付を受ける等により対応することになります。
Q６　４月から特別徴収される者の割合はどれくらいか？特別徴収の割合が低いの
は、保険料が高すぎるからではないか？
１．当市町村の被保険者については○○％が特別徴収対象者となっている。

２．今回は、国民健康保険以外の社会保険や健康保険組合に加入している対象者については被扶養者に対する激変緩和措置があるため特別徴収依頼を行っておらず、特別徴収の割合が低くなったと考えられます。
３．制度施行後、国民健康保険以外の方についても特別徴収依頼を行うため、現在よりも割合は高くなることが考えられます。
Q７　保険料の徴収はどのようにして始まるのか？

１．平成２０年４月１日時点で後期高齢者医療の資格を持つ方で国保の加入者であった方は、年額１８万の年金を受け取っている場合は、４月より年金から保険料が天引きされます（特別徴収）それ以外の場合は７月から市町村に納めます。（普通徴収）
　　ただし、介護保険料と合わせた保険料額が年金額の1/2を超える場合は天引きの対象になりません。
２．被用者保険の被扶養者としてこれまで保険料を負担してこなかった方については、激変緩和措置の観点から、後期高齢者医療制度に加入した時から２年間、所得割はかからず、被保険者均等割額は５割軽減されます。保険料の徴収に関しては１０月から始まります。ただし、平成２０年度は特例として、軽減割合が次のとおりとなります。
	期　　間
	平成20年4月～9月
	平成20年10月～21年3月

	軽減割合
	全額軽減
	９割軽減


３．被用者保険の本人につきましては、７月の普通徴収から市町村に保険料を納め、１０月からは特別徴収として年金天引きされます。（予定）
Q８　市町村の各負担金はどのように算定されているのか？

１．定率負担金について
　　・平成２０年度給付費等見込総額から平成２０年度一定以上所得者の給付費等見込額を差し引いて、市町村負担割合（1/12）を乗じて市町村定率負担見込総額を算出。それを平成１８年度の医療費実績を基に、各市町村で按分して金額を算定。
２．基盤安定負担金（低所得者分）について
　　・各市町村から提供された被保険者の平成１８年度所得情報を基に、広域連合のシステムで計算。

３．基盤安定負担金（被用者保険被扶養者の５割軽減分）
　　・各市町村の国保以外の被保険者（７割軽減、５割軽減対象者を除く）について、保険料を５割軽減（２割軽減を５割軽減とするのに必要な場合を含む）するために必要な額を広域連合のシステムで計算。ただし、被用者保険本人と被扶養者の区別がつかないため、別掲とした。
４．共通経費負担金について
　　・広域連合が一年間に要する事務経費等を一般会計と特別会計ごとに算出し次の割合で各市町村ごとの負担金を算出。
	項　　　　目
	負　担　割　合

	均　　　 等　　 　割
	１０パーセント

	高齢者人口割
	５０パーセント

	人　　　 口　 　　割
	４０パーセント


　　（備考）
1． 高齢者人口割については、前々年度の３月31日現在の被保険者数（ただし、平成21年度までは、老人医療受給者数）による。

2． 人口割については、前々年度の３月31日現在の住民基本台帳及び外国人登録原票に基づく人口による。
５．保険料調定額について（市町村保険料負担金）
各市町村から提供された被保険者の平成１８年度所得情報を基に、広域連合のシステムで各市町村の調定額を計算。平成１８年度の各市町村の介護保険における特別徴収と普通徴収割合により特別徴収分と普通徴収分に按分。
Ｑ３－２　資料①
「厚生労働省　中央社会保険医療協議会（平成２０年２月１３日）資料」
【Ⅴ－３（外来医療について）－①】

骨子【Ⅴ－３－(1)】
後期高齢者の継続的な管理の評価
第１ 基本的な考え方
　後期高齢者の外来医療に当たっては、治療の長期化、複数疾患のり患といった心身の特性等を踏まえ、慢性疾患等に対する継続的な管理を行うことを評価する。
第２ 具体的な内容
　患者の同意を得た上で他の医療機関での診療スケジュール等を含め、定期的に診療計画を作成し、総合的な評価や検査等を通じて患者を把握し、継続的に診療を行うことを評価する。
 eq \o\ac(○,新)後期高齢者診療料 ６００点（月１回）
［算定要件］

１ 保険医療機関である診療所又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しない病院
２ 入院中の患者以外の患者であって別に厚生労働大臣が定める慢性疾患を主病とするものに対して、後期高齢者の心身の特性を踏まえ、患者の同意を得て診療計画を定期的に策定し、計画的な医学管理の下に、栄養、運動又は日常生活その他療養上必要な指導及び診療を行った場合に算定できる
３ 診療計画には、療養上必要な指導及び診療内容、他の保健・医療・福祉サービスとの連携等を記載すること
４ 毎回の診療の際に服薬状況等について確認するとともに、院内処方を行う場合には、経時的に薬剤服用歴が管理できるような手帳等に薬剤名を記載する
５ 患者の主病と認められる慢性疾患の診療を行う１保険医療機関のみにおいて算定する
６ 当該患者に対して行われた医学管理等、検査、画像診断、処置は後期高齢者診療料に含まれる。ただし、病状の急性増悪時に実施した検査、画像診断及び処置のうち、５５０点以上の項目については別途算定できる
７ 当該診療所（又は医療機関）に次のそれぞれ内容を含めた研修を受けた常勤の医師がいること
研修事項
・高齢者の心身の特性等に関する講義を中心とした研修
・診療計画の策定や高齢者の機能評価の方法に係る研修
［対象疾患］
糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患、認知症等
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